
分野別に見た国内外の出願動向

　特許出願・意匠登録・商標登録出願の内容は、公報として広く一般に公開される。特許の公開情
報は、企業や大学等における研究開発テーマや技術開発の方向性を決定する上で極めて有効なもの
である。また、意匠・商標の公開情報は、意匠・商標出願戦略、デザイン開発戦略、ブランド戦略
等の策定を支援するための有益な情報になる。そのため、特許庁では、特許・意匠・商標の出願動
向を調査し、それらの調査結果を情報発信している。本章では、2020年度に実施した特許・意匠・
商標の出願動向の調査結果を示す。

1．	 特許

　特許庁では、日本、米国、欧州、中国、韓国等の主要各国への特許の出願動向を調査している。まず、
主要各国における特許の公開情報を基に、主要国への特許出願の動向を紹介する。そして、今後の進展が
予想される重要な技術テーマを選定し、特許出願の動向を調査した結果を紹介する。

（1）主要国への出願動向調査

　IPC（国際特許分類）を基準にWIPO（世界知
的所有権機関）が設定した技術分野（IPC AND 
TECHNOLOGY CONCORDANCE TABLE1）に基
づいて、技術分野別の出願件数推移について、日
本、米国、欧州各国2、韓国及び中国への出願を
出願先国別に解析した結果を紹介する。
　35の技術分野のうち、「基本電子素子」、「コン
ピューターテクノロジー」、「ビジネス方法」、「半
導体」、「制御」、「高分子化学、ポリマー」、「表面
加工」、「マイクロ構造、ナノテクノロジー」、「運
輸」及び「家具、ゲーム」の10の分野について、
1-5-1図ないし1-5-10図に示す。
　日本への出願を見ると、「半導体」及び「家具、
ゲーム」の分野においては、2009年には出願件
数が他国・地域よりも大きかったが、「半導体」
の分野においては、その後出願件数の減少が続い
ており、2011年に米国、2013年に中国への出
願件数が日本を上回った。「家具、ゲーム」の分
野では、日本への出願件数は減少していないが、

より強い増加傾向を示す中国への出願件数が
2012年に上回った。
　中国への出願件数は、分野によらず全体として
増加傾向にあり、他国・地域では減少傾向が見ら
れる「マイクロ構造、ナノテクノロジー」の分野
においても、近年の出願件数が急増している。
　韓国への出願件数では、大幅な増減の傾向は見
られないが、近年、「ビジネス方法」の分野で、
中国ほどではないものの増加傾向にある。
　米国への出願件数は、「制御」及び「運輸」の
分野で増加しているものの、他の分野は横ばい又
は減少傾向にある。2016年まで米国において他
国・地域よりも一貫して出願件数が大きい「基本
電子素子」の分野においても、中国への出願件数
で強い増加傾向が見られる一方で、米国への出願
件数は横ばいである。
　欧州各国への出願を見ると、韓国と同様に大幅
な増減の傾向は見られないが、「運輸」の分野で
近年増加傾向にあり、中国に次いで2番目に出願
件数が大きい。
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1	 http://www.wipo.int/meetings/en/doc_details.jsp?doc_id=117672
2	 	欧州への出願とは、オーストリア、ベルギー、スイス、チェコ、ドイツ、デンマーク、スペイン、フィンランド、フランス、イギリス、ハンガリー、アイルランド、イタリア、

ルクセンブルク、オランダ、ノルウェー、ポルトガル、ルーマニア、スウェーデン、スロバキア、ポーランド、トルコへの出願及びEPC出願としている
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1-5-1図　【「基本電子素子」の出願先国別出願件数の推移】

（備考）出願年（優先権主張年）2017、2018年のデータが十分でない可能性がある。
（資料）特許庁「令和2年度特許出願動向調査報告書―マクロ調査―」
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1-5-2図　【「コンピューターテクノロジー」の出願先国別出願件数の推移】

（備考）出願年（優先権主張年）2017、2018年のデータが十分でない可能性がある。
（資料）特許庁「令和2年度特許出願動向調査報告書―マクロ調査―」
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1-5-3図　【「ビジネス方法」の出願先国別出願件数の推移】

（備考）出願年（優先権主張年）2017、2018年のデータが十分でない可能性がある。
（資料）特許庁「令和2年度特許出願動向調査報告書―マクロ調査―」
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1-5-4図　【「半導体」の出願先国別出願件数の推移】

（備考）出願年（優先権主張年）2017、2018年のデータが十分でない可能性がある。
（資料）特許庁「令和2年度特許出願動向調査報告書―マクロ調査―」
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1-5-5図　【「制御」の出願先国別出願件数の推移】

（備考）出願年（優先権主張年）2017、2018年のデータが十分でない可能性がある。
（資料）特許庁「令和2年度特許出願動向調査報告書―マクロ調査―」
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1-5-6図　【「高分子化学、ポリマー」の出願先国別出願件数の推移】

（備考）出願年（優先権主張年）2017、2018年のデータが十分でない可能性がある。
（資料）特許庁「令和2年度特許出願動向調査報告書―マクロ調査―」
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1-5-7図　【「表面加工」の出願先国別出願件数の推移】

（備考）出願年（優先権主張年）2017、2018年のデータが十分でない可能性がある。
（資料）特許庁「令和2年度特許出願動向調査報告書―マクロ調査―」
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1-5-8図　【「マイクロ構造、ナノテクノロジー」の出願先国別出願件数の推移】

（備考）出願年（優先権主張年）2017、2018年のデータが十分でない可能性がある。
（資料）特許庁「令和2年度特許出願動向調査報告書―マクロ調査―」
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1-5-9図　【「運輸」の出願先国別出願件数の推移】

（備考）出願年（優先権主張年）2017、2018年のデータが十分でない可能性がある。
（資料）特許庁「令和2年度特許出願動向調査報告書―マクロ調査―」
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（2）2020年度特許出願技術動向調査結果

　市場創出に関する技術分野、国の政策として推
進すべき技術分野を中心に、今後の進展が予想さ
れる技術テーマを選定し調査を実施した。
　以下7テーマの調査結果について、その概要を
示す。
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1-5-10図　【「家具、ゲーム」の出願先国別出願件数の推移】

（備考）出願年（優先権主張年）2017、2018年のデータが十分でない可能性がある。
（資料）特許庁「令和2年度特許出願動向調査報告書―マクロ調査―」

1-5-11図　【�2020年度特許出願技術動向調査
のテーマ名】

①触覚センシング
②スマート農業
③�MaaS（Mobility� as� a� Service）～自動運転関連技術
からの分析～
④中分子医薬
⑤プラスチック資源循環
⑥機械翻訳
⑦撮像装置における画像処理
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①触覚センシング
　人間が物をつかむ動作では、触覚が重要な役割
を果たしている。｢触覚センシング｣とは、センサ
を用いて触覚などの情報を取得・計測する技術で
ある［1-5-12図］。近年、ロボティクス、手術
用ロボットの触覚フィードバック、ハプティクス
と呼ばれる触覚提示技術などの分野で触覚センシ
ングの重要度は増大していることから、本調査で
は日本の研究開発の方向性を明らかにすることを
目的として調査を行った。
　2000-2018年の出願人国籍・地域別ファミリー
件数比率によれば、出願件数のシェアは、米国籍
が3,796件（26.8%）と一番大きく、日本国籍が
2,847件（20.1%）、中国籍が2,488件（17.6%）
の順番に続く。また、出願人国籍・地域別ファミリー
件数推移によれば、日本国籍の出願は、2008年
までほぼトップを占めていることから、2000年代
は、研究開発活動が活発で触覚センシング技術が
蓄積されてきたといえる。しかしながら、2010年

代になると、米国籍・中国籍が台頭してきており、
日本国籍の出願は低調であることから、海外勢に
遅れを取っている状況と考えられる［1-5-13図］。
　日本国籍の強みを調べるために、日本国籍の出
願が比較的多い用途である「特定用途ロボット」
について、「産業分野」とのクロス解析を実施した。
その結果、日本国籍の出願について、産業分野と
しては、「工場」、「医療・福祉」、「アミューズメ
ント」の分野が多いことが判明した［1-5-14図］。
また、日本国籍の出願件数上位者からみて、多様
な技術分野の出願人が参画していることが判明し
た［1-5-15図］。
　以上のことから、触覚センシング市場を拡大し
日本の競争力を強化するためには、近年注力して
きている米国・中国等の動向を把握し、日本が現
在競争力を有している工場用ロボット分野に留ま
らず、介護ロボット等の開拓先を見据えて、異業
種間などの連携を図り、ニーズ指向の技術開発に
注力していくべきである。

センシング対象

・触覚（触り心地）
・力覚（圧力）
・温熱覚（暖かみ）等

介護ベッド

手術ロボット

マニピュレータ

ゲーム機器

ウェアラブル機器

応用分野例
1-5-12図　【触覚センシングの技術イメージ】
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1-5-14図　【特定用途ロボットと産業分野のクロス解析結果】
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1-5-13図　【�出願人国籍・地域別ファミリー件数比率と推移】出願先：日米欧中韓台印ASEAN、出
願年：2000～2018年（優先権主張年）

注）2017年以降は、データベース収録の遅れやPCT出願の各国移行のずれ等により、全データを反映していない可能性がある。
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1-5-15図　【日本国籍の出願件数上位者】
順位 出願人名 件数 業種
1 セイコーエプソン 219 情報関連機器、精密機器
2 ソニー 190 コングロマリット、CMOS
3 パナソニック 117 電機
4 ファナック 87 工作機械・ロボット
5 トヨタ自動車 82 自動車
6 東芝 79 電機
7 シャープ 69 電機
8 本田技研工業 68 自動車
9 キヤノン 67 光学・カメラ
10 安川電機 55 産業用ロボット
11 アルプスアルパイン 52 電子部品・音響
12 デンソー 46 自動車
13 富士通 40 電機
14 オリンパス 39 光学・カメラ
15 産業技術総合研究所 34 研究機関
16 リコー 33 光学・カメラ
17 国際電気通信基礎技術研究所 31 研究機関
18 富士フイルム 28 光学・カメラ
19 日立製作所 26 電機
19 日本電気 26 電機
19 昭和電工マテリアルズ 26 半導体
19 京セラ 26 セラミック・半導体
23 NISSHA（元日本写真印刷） 24 印刷・半導体
23 帝人 24 繊維・アパレル
25 アイエイチアイ 23 重工業
26 ジャパンディスプレイ 22 半導体
26 川崎重工業 22 重工業
26 村田製作所 22 電子部品・音響
29 カシオ計算機 21 電機
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②スマート農業
　スマート農業とは、フィジカル空間を構成する
圃場や施設において、植付、生育管理、収穫等の
農作業を行い、センシング技術により収集された
各種情報をビッグデータとしてサイバー空間にお

けるプラットフォームを通して共有し、AI等の最
新の技術を駆使して解析することで、より生産性
の高い、付加価値の高い農業生産を目指す技術で
ある。以下に、スマート農業の技術俯瞰図を示す
［1-5-16図］。

　2010-2018年累積の出願人国籍・地域別の
ファミリー件数比率によれば、出願件数のシェア
は、中国籍の7,626件で全体の52.7％を占めてい
る。次いで、日本国籍が2,195件（15.2％）、米
国籍が1,824件（12.6％）、欧州国籍が1,280件

（8.8％）と続く。出願人国籍・地域別のファミリー
件数推移によれば、中国籍出願人の近年の特許出
願件数の伸びは顕著ではあるが、日本国籍出願人
も増加傾向にある［1-5-17図］。

管理最適化・新
たなサービスの
創出へ展開

※本調査における特許調査範囲について、畜産業、
水産業、及びアシストスーツは対象としていない。

植付、生育管理、
収穫、ポストハー
ベスト等の農作業
が行われ、センシ
ング技術により
報収集。

情

収集された情報を
AI等により分析

1-5-16図　【スマート農業の技術俯瞰図】

注）2017年以降は、データベース収録の遅れやPCT出願の各国移行のずれ等により、全データを反映していない可能性がある。
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1-5-17図　【�出願人国籍・地域別のファミリー件数推移及びファミリー件数比率（出願先：日米欧中
韓独仏西蘭加以豪印ASEAN、出願年（優先権主張年）：2010-2018年）】
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　出願人ランキングによれば、2010～2014年
では、上位8位までを農機会社が占めていたが
2015～2019年では、データ解析企業（Grow 
Solutions Tech、IBM）や中国籍出願人が上位に
ランクインしている。［1-5-18図］。また、注目
出願人のレイヤー別分類によれば、サイバー空間
に軸足を置く企業（ICT関連企業、農薬関連企業）

と既存の農機会社は、注力するレイヤーが異なり、
日本には、フィジカル空間で優位に立てる農業技
術の存在が示唆された［1-5-19図］。
　したがって、日本は、フィジカル空間の強みを
起点に、サイバー空間とつながる仕組みを活用し、
スマート農業で主導権を獲得するための知財戦略
を構築すべきと考えられる。

1-5-18図　【出願人ランキング（日米欧中韓独仏西蘭加以豪印ASEANへの出願）】
全体

2010~2014年 2015~2018年

順位 出願人名称 ファミ
リー件数 順位 出願人名称 ファミ

リー件数
1 クボタ 135 1 クボタ 296
2 井関農機 128 2 井関農機 213
3 Deere（米国） 125 3 CNH（オランダ） 212
4 ヤンマー 97 4 Deere（米国） 208
5 CNH（オランダ） 84 5 ヤンマー 200
6 CLAAS（ドイツ） 65 6 深圳春沐源（中国） 98
7 AGCO（米国） 51 7 中国農業大学（中国） 97
8 Amazonen（ドイツ） 47 8 Climate（米国） 95
9 中国農業大学（中国） 46 9 CLAAS（ドイツ） 94
10 富士通 40 10 江蘇大学（中国） 90
11 北京農業信息技術研究中心（中国） 38 11 Amazonen（ドイツ） 74
12 江蘇大学（中国） 37 12 西北農林科技大学（中国） 73
13 三菱マヒンドラ農機 31 13 中国農業科学院（CAAS）（中国） 71
13 ETRI（韓国） 31 14 中国科学院（CAS）（中国） 57
15 パナソニック 29 15 Bosch（ドイツ） 52
16 Climate（米国） 27 16 三菱マヒンドラ農機 50
16 Trimble（米国） 27 17 山東農業大学（中国） 47
16 西北農林科技大学（中国） 27 18 ハルビン派騰農業科技（中国） 44
19 中国農業科学院（CAAS）（中国） 25 19 華南農業大学（中国） 38
19 浙江大学（中国） 25 20 Grow�Solutions�Tech（米国） 35

20 IBM（米国） 35
20 浙江大学（中国） 35
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1-5-19図　【注目出願人のレイヤー別分類】
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③�MaaS（Mobility�as�a�Service）～自動運転
関連技術からの分析～

　自動運転の開発が活発化する一方で、ICT（In-
formation and Communication Technology）を
活用し、マイカー、シェアリングサービス、公共

交通機関等の様々なモビリティサービスを統合し
たMaaS（Mobility as a Service）が、近年特に注
目されている。あらゆる交通手段を統合し、その
最適化を図った上で、快適なサービスを提供する
ものである。

　MaaS市場規模は、2025年には195億ドル、
2030年には700億ドルに成長すると予測されて
おり、自動運転車と同時期の市場拡大が見込まれ
ている。自動運転に関しては、レベル別台数にお
いて、レベル3以上の本格的な世界市場の立ち上
がり及び普及は2025年以降で、2040年には総
台数約1億3千万台に対し、レベル3以上が約
4,400万台で33％を占めると予測されている。
　自動運転関連技術における出願人国籍・地域別

出願件数推移及び出願件数比率を1-5-21図に示す。
　1-5-22図に示されるように、自動運転に関連
する広範囲の技術において、日本から多くの特許
出願がなされていることが確認されたが、自動運
転に関連する技術のうち、人工知能と遠隔監視・
遠隔操作技術に関しては、米国籍の出願が日本国
籍の出願よりも多く、通信技術においては、米国
籍のものとほぼ変わらないという結果となった。

関
連
技
術

自
動
運
転
関
連
技
術

課題 自動運転
・快適性向上
・省エネルギー
・インフラ不要化
・低コスト
・走行安定性
・安全性
・信頼性
・省人化
・交通制約者対応
・初心者
・運転負荷軽減
・ストレスの軽減
・交通流の改善
・緊急避難

自動走行の種類
・単独走行
・隊列走行
・車群走行

自動運転レベル
・SAEレベル 1
・SAEレベル 2
・SAEレベル 3
・SAEレベル 4
・SAEレベル 5

運転支援システム
・運転負荷軽減システム
・予防安全システム
・車車間協調システム
・車路間協調システム
・歩車間協調システム
・走行安定化システムECS

判断技術
・走行経路 ・目的地経路
・速度パターン ・技術操作タイミング
・対周辺車両 ・対歩行者
・対道路構造 ・対信号機情報
・対自然環境 ・その他

操作技術
・走行制御の
自動化
・警報
・その他

車載センサ
・カメラ ・ミリ波／マイクロ波レーダ
・レーザレーダ ・GNSS
・超音波 ・赤外線 ・フュージョン

HMI
・監視 ・切替 ・対車両外部
・操作方法
・表示／音声内容
・調停（機械とドライバ）
・その他

システム
・ECU ・O/S
・失陥対応 ・安全性評価
・セキュリティ ・保守・点検
・モジュール化、パッケージ化
・ドライブレコーダ
・車両プローブデータ送信

車両タイプ
・乗用車
・小型カート
・トラック
・バス
・自動二輪
・無人搬送車
・その他

人工知能
・機械学習（ディープラーニング、強化学習等）
・自動推論
・画像 ・言語
・知識の表現

ダイナミック
マップ
・生成情報
・データ加工
・情報伝達
・利用場面
・三次元地図

課題 MaaS
・自動車/各交通
機関の連携
・運賃・料金の柔軟化/
キャッシュレス化
・高齢化対策
・人手不足
・渋滞
・利便性向上
・社会受容性
・地域特性
・ファースト/ラストマイル
交通手段不足
・イベント/天候等による
局所的渋滞

通信技術（コネクテッドカー）
・通信手段
（DSRC、無線LAN、セルラ通信、複数併用）
・5G
・通信対象（車車間、路車間、歩車間）
・通信要素技術（リソース割当て、接続管理）
・適用制御 ・標準化

ユーザM
aaS

遠隔監視・
遠隔操作
・緊急時の措置
・セキュリティ

乗客認知
・乗車客発見
・乗客認知
・乗客乗車・降車検知

MaaS実現技術

走行制御
・到着時刻優先制御
・遅延回復制御

巡回経路技術
・AI活用した巡回経路決定
・その他の巡回経路決定

乗り継ぎ制御
・最適乗り継ぎ制御
・交通情報等からのフィードバック

課題
自動運転/MaaS共通
・サイバーセキュリティ
・個人情報保護
・サービス要求と
自動運転制御のトレードオフ
・マルチモーダル環境下での
各事業体運行システム
新旧混在時の整合性維持
・一部の運休に伴う
振替サービスの実現
・マルチベンダー配下での
事故原因の早急なる究明
・人工知能判断下での
説明責任

シーン・場所
（自動運転）
・混在環境1
非自動車
・混在環境2
異なるタイプの車両
・隊列編成
・渋滞
・交通整理
・障害物回避
・専用道
・カーブ
・車線変更
・交差点
・合流・分流
・自動・手動切替
・環境適合性1
路面状況
・環境適合性2
温度/湿度
天候等
・死角

シーン・場所
（MaaS）
・地域形態
・大都市
・大都市近郊
・地方都市
・地方近郊
＆過疎地域

・観光地

自動運転バス マイクロトランジット 自動運転タクシー

タクシー相乗り ライドヘイリング

Mobilityサービス

P

駐車場

B2Cカーシェア

C2Cカーシェア

マルチモーダルサービス

鉄道タクシー サイクル自家用車 バス

ラストマイル

ビックデータ応用

都市計画

パーソン
トリップ調査

OD調査/
交通量分析

都市データ基盤
(都市OS構築)

保険

広告

小売り 物流

医療観光
MaaS応用産業

MaaSアプリケーション

予約 決済経路時間検索 ルート検索 地図表示 手配

渋滞情報 運行規制
情報

交通管制情報

交通情報

ダイナミック
マップ

鉄道情報
・運行情報
・混雑情報

・気象情報等
・災害場所、規模等

防災／災害情報

運行計画作成／手配
乗務員、車両、運行計画

顧客管理
顧客情報、乗車・降車管理
使用実績

運行管理
運行遅延監視、運転整理
運転状況モニタ、車両状態モニタ等

車両管理
使用管理、検査、保守

運行実績管理
運行実績統計
乗務員実績管理

MaaS運行管理／手配

認知技術
・自己位置特定
・周辺環境認知
・データベース
・その他

予測技術
・モデル推定
・MAP判断
・学習
・その他

1-5-20図　【技術俯瞰図】
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　MaaS関連技術における出願人国籍・地域別出
願件数推移及び出願件数比率を1-5-23図に示す。
　MaaS関連技術に関しては、中国や米国の存在
感が大きく、特に、中国からは公共交通機関であ
るバス、タクシー、鉄道に関する出願件数が多い
という結果であった（1-5-24図）。
　また、日本の公共交通は、鉄道、バス等の分野

ごとに事業が形成されており、MaaSの前提とな
るカーシェアリングやオンデマンド交通をも含め
たマルチモーダル連携構築が課題といわれている
中で、本調査では、マルチモーダル関連の技術区
分についてみると、中国の出願件数が最も多いと
いう結果であった（1-5-25図）。
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1-5-21図　【�自動運転関連技術（大分類）における出願人国籍・地域別出願件数推移及び出願件数比
率（日米欧独中韓への出願、出願年（優先権主張年）：2014－2018年）】
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5,262件
13.6％

中国籍
3,078件
7.9％

韓国籍
3,926件
10.1％

その他
640件
1.7％

合計
38,783件

車載センサ
日本国籍
13,220件
42.5％

米国籍
6,054件
19.4％

欧州国籍（独除く）
1,546件
5.0％

独国籍
4,041件
13.0％

中国籍
2,541件
8.2％

韓国籍
3,157件
10.1％

その他
571件
1.8％

合計
31,130件

認識技術
日本国籍
11,576件
41.3％

米国籍
5,461件
19.5％

欧州国籍（独除く）
1,527件
5.5％

独国籍
3,821件
13.6％

中国籍
2,285件
8.2％

韓国籍
2,887件
10.3％

その他
444件
1.6％

合計
28,001件

判断技術
日本国籍
1,371件
28.0％

米国籍
1,615件
32.9％

欧州国籍（独除く）
233件
4.8％

独国籍
693件
14.1％

中国籍
418件
8.5％

韓国籍
458件
9.3％

その他
114件
2.3％

合計
4,902件

人工知能
日本国籍
4,220件
30.4％

米国籍
4,050件
29.2％

欧州国籍（独除く）
780件
5.6％

独国籍
1,826件
13.2％

中国籍
1,409件
10.2％

韓国籍
1,329件
9.6％

その他
263件
1.9％

合計
13,877件

通信技術

HMI
日本国籍
9,605件
44.3％

米国籍
3,926件
18.1％

欧州国籍（独除く）
1,068件
4.9％

欧州国籍（独除く）
1,146件
5.1％

欧州国籍
（独除く）
214件
5.2％

独国籍
2,721件
12.6％

中国籍
1,898件
8.8％

韓国籍
2,129件
9.8％

その他
319件
1.5％

合計
21,666件

運転支援システム
日本国籍
9,423件
41.8％

米国籍
3,624件
16.1％

独国籍
3,543件
15.7％

中国籍
2,036件
9.0％

韓国籍
2,542件
11.3％

その他
219件
1.0％

合計
22,533件

遠隔監視・遠隔操作
日本国籍
1,113件
27.2％

米国籍
1,412件
34.5％

独国籍
538件
13.2％

中国籍
529件
12.9％

韓国籍
216件
5.3％

その他
65件
1.6％

合計
4,087件

運行設計領域
日本国籍
970件
41.3％

米国籍
540件
23.0％

欧州国籍
（独除く）
139件
5.9％

独国籍
342件
14.6％

中国籍
143件
6.1％

韓国籍
195件
8.3％

その他
20件
0.9％

合計
2,349件

日本国籍
7,252件
38.1％

米国籍
4,166件
21.9％

欧州国籍（独除く）
980件
5.2％

独国籍
2,283件
12.0％

中国籍
2,125件
11.2％

韓国籍
1,882件
9.9％

その他
340件
1.8％

合計
19,028件

自動運転制御装置

1-5-22図　【�自動運転関連技術における技術区分（大分類）別出願人国籍・地域別出願件数比率（日
米欧独中韓への出願、出願年（優先権主張年）：2014－2018年）】
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日本国籍
2,173件
22.5％

米国籍
2,132件
22.1％

米国籍
2,132件
22.1％

欧州国籍
（独除く）
350件
3.6％

独国籍
461件
4.8％

中国籍
3,283件
34.0％

中国籍
3,283件
34.0％

韓国籍
1,020件
10.6％

その他
224件
2.3％

合計　9,643件

1,339 1,519
1,965

2,573
2,247

0

4,000

3,000

2,000

1,000

0

4,000

3,000

2,000

1,000

20182017201620152014

（件） （件）

合
計

出
願
件
数

出願年（優先権主張年）

日本 米国 欧州（独除く） 独国
中国 韓国 その他 合計

出願人国籍・地域

優先権主張
2014―2018年

1-5-23図　【�MaaS関連技術（大分類）における出願人国籍・地域別出願件数推移及び出願件数比率（日
米欧独中韓への出願、出願年（優先権主張年）：2014－2018年）】

日本国籍
154件
10.1％ 米国籍

127件
8.3％

欧州国籍
（独除く）
40件
22.2％

独国籍
14件
0.9％中国籍

934件
61.1％

韓国籍
228件
14.9％

その他
32件
2.1％

合計
1,529件

合計
1,308件

合計
1,550件

バス
日本国籍
255件
19.5％

米国籍
293件
22.4％

欧州国籍
（独除く）
28件
2.1％

独国籍
18件
1.4％

中国籍
503件
38.5％

韓国籍
166件
12.7％

その他
45件
3.4％

タクシー

日本国籍
374件
24.1％

米国籍
119件
7.7％

欧州国籍
（独除く）
69件
4.5％

独国籍
86件
5.5％

中国籍
735件
47.4％

韓国籍
149件
9.6％

その他
18件
1.2％

鉄道

1-5-24図　【�MaaS技術における技術区分別出願人国籍・地域別
出願件数比率（日米欧独中韓への出願、出願年（優
先権主張年）：2014－2018年】（バス、タクシー、
鉄道）

1-5-25図　【�マルチモーダル関連技術に関する出願人国籍・地域別出願件数比率（日米欧独中韓への
出願、出願年（優先権主張年）：2014－2018年）】

日本国籍
298件
27.5％

米国籍
280件
25.9％

欧州国籍（独除く）
35件
3.2％

独国籍
48件
4.4％

中国籍
305件
28.2％

韓国籍
95件
8.8％

その他
21件
1.9％

合計
1,082件

（a）全体
日本国籍
51件
19.2％

米国籍
70件
26.3％

欧州国籍（独除く）
9件
3.4％

独国籍
9件
3.4％

中国籍
92件
34.6％

韓国籍
28件
10.5％

その他
7件
2.6％

合計
266件

（b）モビリティサービス

日本国籍
257件
28.0％

米国籍
238件
25.9％欧州国籍（独除く）

26件
2.8％

独国籍
36件
3.9％

中国籍
263件
28.6％

韓国籍
80件
8.7％

その他
19件
2.1％

合計
919件

（c）MaaSアプリケーション
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④中分子医薬
　医薬品には様々なモダリティ（治療手段）が存
在するが、モダリティを、その「分子量」という
観点から見てみると、「低分子医薬」の大半が分
子量500以下であるのに対して、「抗体医薬」等
は分子量が10,000を超える。これら低分子医薬
品と高分子医薬品の「中間的な分子量」を有する
医薬品を「中分子医薬」と称する。
　「中分子医薬」は、「低分子医薬」や「抗体医薬」
では標的とすることができなかった細胞内タンパ
ク質間相互作用に主として対応し、かつ化学合成
が可能な、新たな医薬として期待されている。「中
分子医薬」は、「低分子医薬」の長所（経口投与
が可能、製造コストが低い）と、「抗体医薬」の
長所（特異性が高く、副作用が少ない）を併せ持
ち、また、現状、製薬企業が保持している「低分
子医薬」の創薬研究体制を活用できる医薬である
点や、AI技術を用いることが想定される点でも、
注目を集めている。
　このような背景の下、本調査では、「中分子医薬」
のうち、「ペプチド医薬」及び「核酸医薬」を対
象として調査を行った。
　中分子医薬全体のファミリー件数は2008年以
降、2015年まで増加傾向にある。2012年まで
は米国籍出願人によるファミリー件数が最も多
かったが、2013年以降、中国籍出願人が件数を
大きく伸ばし、米国籍を上回っている。ファミリー

件数の合計では、中国籍の5,836件で全体の
33.9％を占めており、米国籍が4,943件（28.7％）、
欧州国籍が2,789件（16.2％）、日本国籍が1,344
件（7.8％）、韓国籍が1,158件（6.7％）である。
ただし、中国籍出願人は自国への出願が約90%で
あり、他国・地域への出願が少ない。
　日本は、日米欧中韓への出願件数において上位
3位までに入っており、すぐれた研究開発・技術
開発力を有し、その蓄積があることが確認された。
　「ペプチド医薬」においては、日本国籍出願人
は「環状ペプチド」及び「マイクロ抗体」に関す
る出願の比率が他国・地域よりも低く（前者は韓
国籍を除く）、「ペプチドワクチン」に関する出願
の比率が他国・地域よりも高くなっている。「核
酸医薬」では、日本国籍出願人は「アプタマー」
に関する出願の比率が他国・地域よりも高い。欧
州国籍出願人は「siRNA」に関する出願の比率が
他国・地域の半分以下である。
　日本国籍出願人は、全体における「要素技術」
の占める割合が約33%で他国・地域に比べて高く、
「応用技術」の占める割合が約67%で他国・地域
に比べて低いことから、日本では「要素技術」の
「応用分野」への活用が十分になされてこなかっ
たと考えられる。今後は、分子設計、製造技術、
製剤技術等、日本の強みとする「基礎技術」を、
「応用（中分子医薬創薬）」へとつなげていくべ
きである。
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1-5-27図　【出願人国籍・地域別のファミリー件数推移】

【中分子医薬の設計】
・分子デザイン
ⅰ) ペプチド医薬(配列の改変、アミノ酸構造

の改変、環状化、低分子化等)
ⅱ) 核酸医薬(基本骨格の改変、一次構造

のデザイン等)
・化学修飾（脂肪酸、PEG、細胞膜透過ペプチド、

ターゲッティング分子、糖鎖等)
・評価・選抜方法
・ライブラリーの作製方法 等
→医薬品の原料となる化合物レベルでの機能の

向上

【製剤技術】
・ドラッグデリバリー

ⅰ) キャリアを用いるもの
(リポソーム，ナノ(マイクロ)粒子、カプ
セル、デンドリマー、エクソソーム等)

ⅱ) デバイスを用いるもの
(エレクトロポレーション、マイク ロイン
ジェクション等)

・保存安定化 等
→製剤上の工夫による機能の向上

【製造技術】
・合成技術(有機合成、バイオ法等)
・精製技術(クロマトグラフィー、膜等)
・品質管理 等
→コスト、収率、純度等に関わる製造の効

率化

分析化学

材料科学

薬学

タンパク質・ペプチド化学

【予防・治療薬】
ペプチド医薬：アミノ酸が複数つながった構造を持ち、主として生理活性成分あるいは生理活性成分の作用を阻害す

ることで薬効を発揮
核酸医薬：蛋白質の発現を介さずに直接、標的に作用するオリゴ核酸（オリゴヌクレオチド）を薬効の主体とする

【診断薬】
ペプチド医薬及び核酸医薬を成分として含み、生体内で標的とする細胞・分子等を検出する

調査対象外：
中分子量の合成化合物（非
ペプチド性天然化合物ある
いはその誘導体等）

【作用機序の設計】
→中分子医薬として機能し得る作用機序の提示

・オフターゲット効果の抑
制

・結合親和性の向上
・細胞内タンパク質間相
互作用の標的化

・特異性の向上
・複合機能化
・経口投与
・細胞膜透過性の向上
・生体内安定性の向上
(酵素分解耐性等)

・毒性の低下
・免疫原性の抑制
・目的組織への送達(ター
ゲッティング )

・薬物動態の改善(血中滞
留性等 )

・キラリティーの制御
・コスト低下
・収率向上
・純度向上 等

【インフォマティクス】
・予測の対象（配列の設計、タンパク質間相互作
用、in silicoライブラリー構築 等）

・予測手法（ニューラルネットワーク、機械学習、深
層学習等）

・予測に用いるデータの種類（シミュレーションデー
タ、オープンデータ・データセット、実験・実測デー
タ、医療データ等）

→探索過程の最適化

【適応疾患】
「がん」、「感染症」、「血液・免疫系疾患」、「内分泌・代謝系疾患」、「神経系疾患」、「神経・筋疾患」、「循環器系疾患」、「呼
吸器系疾患」、「消化器系疾患」、「肝疾患」、「眼疾患」、「筋骨格・結合組織系疾患」、「皮膚疾患」、「泌尿器・生殖器系疾患」、
「免疫賦活」等

核酸化学

今回の調査対象：
・ペプチド医薬

中分子鎖状ペプチド、環状ペプチド、ペプチドミメティック、マイクロ抗体等
・核酸医薬

アンチセンス、siRNA、microRNA、アプタマー、デコイ、CpGオリゴ等

情報科学

応
用
分
野

要
素
技
術

課題

1-5-26図　【技術俯瞰図】
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日本国籍
1,344件
7.8％

米国籍
4,943件
28.7％

欧州国籍
2,789件
16.2％

中国籍
5,836件
33.9％

韓国籍
1,158件
6.7％

その他国籍
1,125件
6.5％

合計
17,195件

1-5-28図　【出願人国別のファミリー件数比率】
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出
願
先
国
・
地
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1-5-29図　【出願先国・地域別－出願人国籍・地域別出願件数及び比率】

1-5-30図　【出願先国・地域別－出願人国籍別出願件数ランキング】
日本への出願（6,638件） 米国への出願（13,227件） 欧州への出願（9,480件）

順位 出願人国籍・地域 出願件数 順位 出願人国籍・地域 出願件数 順位 出願人国籍・地域 出願件数
1 米国 2,484 1 米国 7,064 1 米国 3,413
2 日本 1,460 2 日本  �896 2 日本  �778
3 スイス  �378 3 ドイツ  �613 3 フランス  �754
4 ドイツ  �310 4 スイス  �544 4 ドイツ  �731
5 フランス  �290 5 フランス  �505 5 スイス  �533

中国への出願（10,230件） 韓国への出願（3,769件）
順位 出願人国籍・地域 出願件数 順位 出願人国籍・地域 出願件数
1 中国 5,829 1 韓国 1,245
2 米国 1,800 2 米国 1,092
3 日本  �448 3 日本  �278
4 スイス  �300 4 スイス  �209
5 ドイツ  �236 5 ドイツ  �144
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1-5-31図　【技術区分別－ファミリー件数（中分子医薬の種類）】
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1-5-32図　【技術区分別－ファミリー件数（要素技術・応用分野）】
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⑤プラスチック資源循環
　2019年5月、日本は、廃プラスチック有効利
用率の低さ、海洋プラスチック等による環境汚染
といった世界的課題に対応し、「3R＋Renewable
（持続可能な資源）」を基本原則とする「プラス
チック資源循環戦略」を策定した。日本は、該戦
略に基づいて技術開発を推進していく方針であ
る。また、海洋プラスチックごみ問題への対応と
して、食品・飲料メーカーや飲食業界、小売業界
などの消費者と接点のある企業によるバイオプラ
スチック・紙・再生プラスチック等の採用の動き
が活発化しており、今後もこれらの素材の市場は
拡大することが予想される。さらに、アジア各国
による廃棄物の輸入規制が拡大しており、日本国
内における廃プラスチックのリサイクル等の処理
体制の整備も不可欠となっている。
　本調査では、プラスチック資源循環に関連する
技術として、（1）生分解性プラスチック（微生
物の働きによって最終的に水と二酸化炭素にまで
分解されるプラスチック）とバイオマスプラス
チック（植物等の再生可能な有機資源を原料とし
て製造したプラスチック）からなるバイオプラス
チック、（2）紙素材や天然素材を原料とするプ
ラスチック代替素材、（3）廃プラスチックのリ
サイクル技術、及び、（4）廃プラスチックのリ
サイクルにより得られる再生プラスチック、を主
な対象として調査を行った。
　プラスチック資源循環全体の特許ファミリー件
数は増加傾向で推移し、中国籍出願人によるファ
ミリー件数が2010年以降増加傾向で推移してい
る。他方、日本国籍出願人によるファミリー件数
は減少傾向である。全体のファミリー件数では、
中国籍出願人が最も多く、全体の48.1％を占め、
次いで、日本（25.4％）、韓国（8.3％）、米国
（8.2％）、欧州（7.6％）の各国籍出願人の順で

ある。
　バイオプラスチックを対象とする調査におい
て、日本国籍出願人は「成形体」の「成形技術」
に関する出願が他の国籍出願人と比較して多い傾
向にあり、強みとなっている。また、バイオプラ
スチックや再生プラスチックを対象とする調査に
おいて、米国、欧州、中国、韓国の各国籍出願人
は、「分解性」、「強度・剛性・弾性率」、「耐熱性・
熱安定性」の改良技術に関する出願が上位である
のに対し、日本国籍出願人は「耐熱性・熱安定性」、
「強度・剛性・弾性率」、「着色や外観」の改良技
術に関する出願が上位であり、日本は「着色や外
観」の改良技術が強みである。
　日本は、強みである成形技術や加工技術、着色・
外観等の特性改良技術、包装技術を活かし、バイ
オプラスチック等の素材について、用途に適した
高機能化（成形性、加工性、着色・外観等）を迅
速に進め、市場に投入することが望まれる。
　リサイクル技術の調査では、日本、欧州国籍出
願人は「ケミカルリサイクル」、米国籍出願人は「マ
テリアルリサイクル」、中国、韓国籍出願人は「廃
プラスチック前処理」に関する出願が最も多い。
また、日本国籍出願人は、ケミカルリサイクルの
出願が他の国籍・地域出願人と比較して多い。
　日本のケミカルリサイクルではコークス炉化学
原料化、ガス化、高炉原料化によるものが多く、
引き続き活用が望まれる。一方、ケミカルリサイ
クルの油化技術について、日本は実用化に先行し、
長年の技術の蓄積があるものの、廃プラスチック
の安定調達の問題や高コストの問題から撤退する
ケースが多かったこともあり、ケミカルリサイク
ル率は低い値にとどまっている。今後、技術の蓄
積を活かすとともに原料の安定調達やコストの問
題を解決し、油化技術を用いたケミカルリサイク
ルを推進することが望まれる。
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1-5-33図　【技術俯瞰図】（本調査の対象範囲は赤色の二重線内）
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1-5-34図　【�出願人国籍・地域別のファミリー件数推移】（出願先：日米欧中韓、出願年：
2005-2018年（優先権主張年））
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1-5-35図　【�プラスチックの製造技術（成形技術）－出願人国籍・地域別のファミリー件数】（出
願先：日米欧中韓、出願年：2005-2018年（優先権主張年））
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1-5-36図　【�課題（プラスチックの材料・製品特性の改良）－出願人国籍・地域別のファ
ミリー件数】（出願先：日米欧中韓、出願年：2005-2018年（優先権主張年））
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⑥機械翻訳
　訪日外国人や日本で働いて生活している在留外
国人の増加、日本企業の海外進出により、海外と
の連携が増加する中で、オンライン会議でのやり
とりも増えてきており、近年、言語間の翻訳の必
要性・重要性がこれまで以上に高まっている。言
語間の翻訳に必要となる新たな言語知識の習得に
は時間と費用を要するので、計算機を用いた精度
の高い機械翻訳が期待されている。2014年には、
ニューラルネットワーク技術を活用した、ニュー
ラル機械翻訳と呼ばれる方式が登場し、その後、
性能が格段に向上している。
　機械翻訳技術全体の出願件数は2016年以降急
激に増加している［1-5-39図］。特に、中国籍
出願人による中国国内への出願の増加が目立って
きている。機械翻訳の中でもニューラル機械翻訳
については、日本国籍の技術蓄積が少ない中で、
中国籍出願人・米国籍出願人との競争が増してい
る技術との分析結果が出ている。出願先としては、
いずれの国籍（地域）の出願人も、自国（地域）
以外への出願先として、米国を選択していること
が分かる［1-5-40図］。そのことから、米国は、
機械翻訳分野において国際競争の主戦場になって

いると考えられる。また、米国籍出願人は、いず
れの国籍（地域）へも積極的に出願しており、機
械翻訳技術の牽引者になっていると考えられる。
　機械翻訳技術について、米国籍出願人による出
願と日本国籍出願人による出願とが、どのような
技術分野を翻訳対象としているのかを、特許出願
に含まれる文言によって分析したところ、米国籍
出願人は、情報通信業やWebを対象としている
出願が多く、インターネット上の文書等のビッグ
データを収集し学習して性能を向上させてきたグ
ローバルプラットフォーマー（例えば、IBM、グー
グル、マイクロソフト等）がこの技術を牽引して
きたと考えられる。他方、今後は、様々な分野に
おいて、各対象分野特有の用語や文脈に応じた翻
訳が必要と考えられることや、ローカルな現場に
おけるきめ細かい顧客対応等のコミュニケーショ
ンに対応していく必要があると考えられる。「運
輸・流通業」「顧客対応」「生活情報」等、機械翻
訳市場におけるニーズが高く、かつ、きめ細かい
ローカルな対応、分野特有の対応が求められる分
野は、これまで日本企業の注力により蓄積がある
分野であり、引き続き注力していくべきと考えら
れる［1-5-41図］。
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1-5-37図　【�リサイクル技術－出願人国籍・地域別のファミリー件数】（出願先：日米欧中韓、出願年：
2005-2018年（優先権主張年））
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対象の形態

◆文書
◆音声
◆画像・映像

対象言語

◆多言語
◆日本語
◆欧州言語
・英語
◆中国語
◆その他

翻訳品質

◆正確さ
◆流暢さ
◆整合性

適応性

◆分野適応
◆長文対応
◆低頻度語対応
◆ローリソース言語
対応

操作性

◆学習の操作性
◆翻訳の操作性

高速化

◆リアルタイム性
低コスト化

◆学習コスト低減
◆翻訳システム
運用コスト低減

秘匿性

頑健性

説明可能性

機械翻訳に関する技術

翻訳対象 技術課題

データ取得 後処理・運用

◆文字認識
・OCR
・手書き

◆音響取得
・ノイズ除去
・声の特徴認識
・複数話者の聞き分け
◆音声認識
・訳出タイミング決定
◆マルチモーダル

翻訳方式 モデル構築・翻訳処理

◆入力フォーマッティング
◆クリーニング
◆短文化
◆主述関係補完
◆アノテーション

テキスト前処理

◆コーパスベース
・ニューラル機械翻訳
・ニューラル機械翻訳以外
・例に基づく機械翻訳
・統計的機械翻訳

◆ルールベース

◆翻訳辞書
◆形態素解析
・サブワード化
◆構文解析
◆意味解析
◆文脈解析
◆意図解析
◆語順整序
◆形態素生成
◆言語の識別

言語解析

◆モデル構築
・埋め込み
・DL
・コピー機構
・注意機構
・双方向エンコーダー
・言語モデル
・パラメータ最適化
・正規化
・専用チップの利用

◆翻訳処理
◆モデル改善
・正則化
・ドロップアウト
・デュアルラーニング
・敵対的学習
・アンサンブル手法
・リランキング

◆画像・映像への文字埋込
◆音声合成
・声の特徴合成

要素技術

入力

◆コーパス取得
◆コーパス拡張
・置換
・逆翻訳
◆分野特有コーパス活用
◆同時通訳用コーパス活用
◆ピボット翻訳
◆ゼロショット翻訳

コーパス

◆自動翻訳機
◆翻訳ソフト
◆オンラインサービス
◆組込型
・オンライン会議システム
への組込
・モバイル端末

出力

品質評価・改善

◆品質評価
◆品質改善
・出力フォーマッティング
・テキスト修正
・用語準拠
・文法エラー訂正
・対訳関係訂正

翻訳支援

◆翻訳メモリ
◆適応型機械翻訳
◆前処理の学習

提供形態

統計的機械翻訳

◆モデル構築
・アラインメント推定
・翻訳モデル
・言語モデル
・トピックモデル
◆翻訳処理
・ビーム探索
◆モデル改善

ニューラル機械翻訳

◆リアルタイム処理
◆バッチ処理

処理タイミング

業種

◆農林水産業
◆鉱業・建設業
◆製造業
・製品説明
◆電気・ガス・水道業
◆情報通信業
・ソフトウェア
◆運輸・流通業
◆金融・不動産・賃貸業
◆医療・福祉

業務

◆特許・知財
◆法務
◆財務・会計
◆顧客対応
◆国際会議

◆医薬・化学
◆教育・研修
◆放送・出版
◆ニュース
◆生活情報
◆Web
◆SNS

コンテンツの
種類

ワークフロー

◆データの保管・削
除タイミング

◆コーパスからの秘
匿情報漏洩防止

◆統計的情報から
の秘匿情報漏洩
防止

1-5-38図　【機械翻訳の技術俯瞰図】

注）2017年以降はデータベース収録の遅れ、PCT出願の各国移行のずれなどで、全データを反映していない可能性がある
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1-5-39図　【�出願人国籍・地域別ファミリー件数比率及び推移（出願先：日米欧中韓、優先権主張
2009-2018年）】
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1-5-40図　【出願先国・地域別－出願人国籍・地域別出願件数（出願先：日米欧中韓PCT）】
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製造業

情報通信業

ソフトウェア

運輸・流通業

金融・不動産・賃貸業

医療・福祉

特許・知財
財務・会計

顧客対応

国際会議

医薬・化学

教育・研修

放送・出版物

ニュース

生活情報

Web

SNS
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日本国籍の付与率

米
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グローバルマスビジネスに注力

きめ細かいローカルな対応、
分野特有の対応が求められる分野に注力

1-5-41図　【�「翻訳対象」に関する技術区分－「米国籍の付与率」×「日本国籍の付
与率」（日米欧中韓PCTへの出願、優先権主張2009-2018年）】

※ここで、技術区分Aに関する米国籍の付与率とは、米国籍の全体のファミリー件数の中で技術区分Aが付与されているものの割合を意味する。
※「農林水産業」「鉱業・建設業」「製品説明」「電気・ガス・水道業」「法務」は国内外全体のファミリー件数が少ないためプロットから除外した。
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⑦撮像装置における画像処理
　撮像装置は、小型化、堅牢化により様々な用途
に使用可能になっており、スマートフォンなどの
民生機器から工場などで使用される画像処理シス
テムや医療機器など、様々な分野で活用され、注
目されており、各分野でのAI（人工知能：Artifi-
cial Intelligence）活用やビッグデータ化に合わ
せた画像処理技術も不可欠となっている。
　撮像装置における画像処理について、ファミ
リー件数は、日本国籍出願人が最も多く、全体の
44.1％を占めているが、中国籍の出願が大きな
伸びを示している［1-5-43図］。技術分野別に
見ると、我が国は市場のシェアの高いデジタルス
チルカメラでは特許の出願件数も多く技術的に優
位である一方、成長市場である監視カメラ、ドロー

ン、ロボットにおいては、中国と米国に比べ低遅
延（リアルタイム処理）に関しての出願件数は少
なく、増加率も低い［1-5-44図］。新しい市場
の要求に対してこれまでの我が国の強みだけでは
通用しなくなり、ニーズに対する我が国の研究開
発が遅れており脅威にさらされていることが分か
る。
　我が国は、撮像装置の画像処理技術について、
個別性能の向上にとどまらず、企業間で、若しく
は大学・公的研究機関・企業等で連携して、ビジ
ネスの川上から川下までを俯瞰したシステム全体
で市場の要求を満たす、あるいは新たな市場を創
造する研究開発及び開発体制を積極的に構築する
べきである。

1-5-42図　【撮像装置における画像処理の技術俯瞰図】
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1-5-43図　【�出願人国籍・地域別ファミリー件数推移及びファミリー件数比率（日米欧中韓への出
願、出願年（優先権主張年）：2011～2018年）】

全体 日本

用途 課題 S1：
2011-2014

S2：
2015-2018 S2/S1 用途 課題 S1：

2011-2014
S2：

2015-2018 S2/S1

監視カメラ 焦点ずれ  54 130 2.41� 監視カメラ 焦点ずれ  22  30 1.36�
画像鮮明化 178 252 1.42� 画像鮮明化  77 125 1.62�
距離精度  40 136 3.40� 距離精度  18  28 1.56�

➡ 低遅延（リアルタイム
処理） 148 302 2.04� ➡ 低遅延（リアルタイム

処理）  29  23 0.79�

人・物体画像認識の高
精度化 286 400 1.40� 人・物体画像認識の高

精度化 133 161 1.21�

3D/4D化  38 134 3.53� 3D/4D化   7  15 2.14�
高画質化 103 117 1.14� 高画質化  30  38 1.27�
精度／確度の向上 203 326 1.61� 精度／確度の向上 102 131 1.28�
セキュリティの確保／
プライバシーの保護 113 214 1.89� セキュリティの確保／

プライバシーの保護  30  29 0.97�

米国 中国

用途 課題 S1：
2011-2014

S2：
2015-2018 S2/S1 用途 課題 S1：

2011-2014
S2：

2015-2018 S2/S1

監視カメラ 焦点ずれ  4 18 4.50� 監視カメラ 焦点ずれ 15  46 3.07�
画像鮮明化 25 11 0.44� 画像鮮明化 39  86 2.21�
距離精度  3 15 5.00� 距離精度  7  49 7.00�

➡ 低遅延（リアルタイム
処理） 14 48 3.43� ➡ 低遅延（リアルタイム

処理） 64 176 2.75�

人・物体画像認識の高
精度化 47 49 1.04� 人・物体画像認識の高

精度化 52 120 2.31�

3D/4D化 10 27 2.70� 3D/4D化 13  59 4.54�
高画質化 15 16 1.07� 高画質化 23  45 1.96�
精度／確度の向上 16 24 1.50� 精度／確度の向上 25 122 4.88�
セキュリティの確保／
プライバシーの保護 21 53 2.52� セキュリティの確保／

プライバシーの保護 26  96 3.69�

1-5-44図　【�課題における調査期間前半（2011～2014年）と後半（2015～2018年）の出願人国籍・
地域別ファミリー件数比較（監視カメラ）（日米欧中韓での出願）】
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AI関連発明の出願状況調査

　近年の深層学習を中心としたAI技術の進展を踏まえ、特許庁はAI関連発明の特許出願について国
内外の状況を調査し、報告書とバックデータ1を公開している2。本調査では、（1）AIコア発明（FI：
G06N）、及び（2）AIを各技術分野に適用した発明を「AI関連発明」3と定義し、調査対象としている。
本調査結果の概要は以下のとおりである。

●�AI関連発明の国内特許出願は、第三次AIブーム
の影響で2014年以降急増。【図①】
●�AIの適用先として目立つ分野は、画像処理や情

報検索・推薦、ビジネス関連、医学診断。
2015-2019年にかけて特に制御・ロボティク
ス分野、交通制御への適用が増加。

図①　【AI関連発明の国内特許出願件数の推移】

1	 報告書中の図表データに関するエクセルデータ、及び、2014年以降出願のAI関連発明の一覧データ
2	 日本語版　https://www.jpo.go.jp/system/patent/gaiyo/sesaku/ai/ai_shutsugan_chosa.html
	 英語版　https://www.jpo.go.jp/e/system/patent/gaiyo/ai/ai_shutsugan_chosa.html
3	「AI関連発明」の定義は本調査内でのみ有効なものであり、特許庁として公式な定義を表明するものではない。
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2．	 意匠

（1）日米欧中韓の物品分野別の意匠登録動向

　2019年（意匠公報発行年）の日米欧中韓での
登録件数が上位10クラスのロカルノ分類（クラ
ス02・06・07・09・11・12・14・21・23・
26）について、2015年～2019年（意匠公報発
行年）の日米欧中韓の意匠登録件数を紹介する。
　全体の登録件数の動向を見ると、10クラス全
てにおいていずれの年も中国の件数が他国を大き

く引き離して多く、次いで欧州の件数が多くなっ
ている。
　日本での登録件数について見ると、2019年は、
クラス14（記録、通信又は情報検索の機器）、ク
ラス09（物品の輸送又は荷扱いのための包装用
容器及び容器）、クラス23（流体供給機器、衛生用、
暖房用、換気用及び空調用の機器、固体燃料）の
順で多い（1-5-51図、1-5-48図、1-5-53図参照）。
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1-5-45図　【クラス02：衣料品及び裁縫用小物】
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1-5-46図　【クラス06：室内用品】
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1-5-47図　【クラス07：家庭用品、他で明記されていないもの】
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1-5-48図　【クラス09：物品の輸送又は荷扱いのための包装用容器及び容器】
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1-5-49図　【クラス11：装飾用品】
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1-5-50図　【クラス12：輸送又は昇降の手段】
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1-5-51図　【クラス14：記録、通信又は情報検索の機器】
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1-5-52図　【クラス21：遊戯用具、玩具、テント及び運動用品】
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1-5-53図　【クラス23：流体供給機器、衛生用、暖房用、換気用及び空調用の機器、固体燃料】
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1-5-54図　【クラス26：照明用機器】

（備考）意匠登録件数は意匠公報発行年で集計した。
（資料）特許庁「令和2年度意匠出願動向調査報告書―マクロ調査―」
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3．	 商標

（1）分野別の商標登録出願動向

　商標の国際分類を産業分野毎に6（化学、機械、
繊維、雑貨、食品、役務）1に分け、各分野におけ
る2015年～2019年（出願年）の日米欧中韓の
商標登録出願区分数を紹介する。
　日本においては、化学以外の分野で2018年に
減少したものの、2015年～2019年にかけて全て

の分野で増加傾向を示している。中国においては、
繊維分野で2019年に減少したものの、2015年～
2019年にかけて全ての分野で増加傾向を示して
いる。米国においては、機械分野で2019年に減
少したものの、2015年～2019年にかけて全ての
分野で増加傾向を示している。欧州、韓国におい
ては、2019年に全ての分野で増加している。
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1-5-55図　【化学分野における商標登録出願区分数の推移】

（備考）中国（CNIPA）については右軸で示す。
（資料）特許庁「令和2年度商標出願動向調査報告書―マクロ調査―」
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1-5-56図　【機械分野における商標登録出願区分数の推移】

（備考）中国（CNIPA）については右軸で示す。
（資料）特許庁「令和2年度商標出願動向調査報告書―マクロ調査―」

1	 	化学：1類～5類　機械：6類～13類、19類　繊維：14類、18類、22類～26類　雑貨：15類～17類、20類、21類、27類、28類、34類　食品：29類～33類　役務：35類
～45類
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1-5-58図　【雑貨分野における商標登録出願区分数の推移】

（備考）中国（CNIPA）については右軸で示す。
（資料）特許庁「令和2年度商標出願動向調査報告書―マクロ調査―」
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1-5-57図　【繊維分野における商標登録出願区分数の推移】

（備考）中国（CNIPA）については右軸で示す。
（資料）特許庁「令和2年度商標出願動向調査報告書―マクロ調査―」
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1-5-59図　【食品分野における商標登録出願区分数の推移】

（備考）中国（CNIPA）については右軸で示す。
（資料）特許庁「令和2年度商標出願動向調査報告書―マクロ調査―」
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1-5-60図　【役務分野における商標登録出願区分数の推移】

（備考）中国（CNIPA）については右軸で示す。
（資料）特許庁「令和2年度商標出願動向調査報告書―マクロ調査―」
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（2）�新しいタイプの商標の商標登録出願・
商標登録の動向

　日本では、2015年4月1日より新しいタイプの
商標（音、色彩のみ、ホログラム、動き、位置）
を保護対象として出願することが可能となった。

このうち「音」、「ホログラム」、「動き」、「位置」
の日本及び諸外国における出願件数と登録件数の
推移（2015年～2019年）を示す。
　日本における新しいタイプの商標（音、動き、
ホログラム、色彩、位置）の2020年の出願件数
および登録件数を1-5-65図に示す。

1-5-61図　【音商標の出願件数・登録件数】
2015 2016 2017 2018 2019

日本
出願 365 133 80 51 37
登録 21 74 113 49 32

米国
出願 38 26 48 48 40
登録 16 21 16 29 20

欧州
出願 12 15 22 23 52
登録 9 12 8 17 28

韓国
出願 5 17 17 26 43
登録 0 2 14 13 26

（資料）特許庁「令和2年度商標出願動向調査報告書―マクロ調査―」
　　　 日本の件数については、統計・資料編　第2章7．

1-5-62図　【�ホログラム商標の出願件数・登録件数】
2015 2016 2017 2018 2019

日本
出願 14 3 0 2 1
登録 1 8 2 1 2

米国
出願 1 1 4 0 0
登録 2 1 0 2 0

欧州
出願 0 0 1 1 0
登録 0 0 0 1 1

韓国
出願 2 0 1 1 0
登録 0 1 0 0 2

（資料）特許庁「令和2年度商標出願動向調査報告書―マクロ調査―」
　　　 日本の件数については、統計・資料編　第2章7．

1-5-63図　【動き商標の出願件数・登録件数】
2015 2016 2017 2018 2019

日本
出願 80 38 8 26 24
登録 13 47 31 8 17

米国
出願 ― ― ― ― ―
登録 ― ― ― ― ―

欧州
出願 0 0 10 33 31
登録 0 0 0 16 22

韓国
出願 39 5 2 3 8
登録 18 45 2 2 2

（備考）ハイフンの箇所は、データが取得できなかった箇所である。
（資料）特許庁「令和2年度商標出願動向調査報告書―マクロ調査―」
　　　　	日本の件数については、統計・資料編　第2章7．

1-5-64図　【位置商標の出願件数・登録件数】
2015 2016 2017 2018 2019

日本
出願 243 80 51 41 44
登録 5 14 21 19 16

米国
出願 ― ― ― ― ―
登録 ― ― ― ― ―

欧州
出願 0 0 20 55 80
登録 0 0 0 10 21

韓国
出願 ― ― ― ― ―
登録 ― ― ― ― ―

（備考）ハイフンの箇所は、データが取得できなかった箇所である。
（資料）特許庁「令和2年度商標出願動向調査報告書―マクロ調査―」
　　　 日本の件数については、統計・資料編　第2章7．

1-5-65図　【日本における新しいタイプの商標の出願および登録状況（2020年）】
音 色彩 ホログラム 動き 位置 合計

出願 20 5 0 18 40 83
登録 28 0 1 20 15 64

（資料）統計・資料編　第2章7．
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